
公益財団法人しまね農業振興公社
農地中間管理事業業務委託規程

（趣旨）
第１条 公益財団法人しまね農業振興公社（以下、「県公社」という。）が、農地中間管理
事業を効率的かつ円滑に推進するため、公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理
事業の実施に関する規程（以下、「規程」という。）に基づく同事業の業務の一部を委託
して行う場合について、その委託に関する必要な事項を定めるものとする。
（委託先）
第２条 業務の委託は、農地中間管理事業の趣旨に即してその業務を規程第 20条第１項及
び同条第２項に規定する者（以下、「受託者」という。）に対して行うものとする。
（委託業務の内容）

第３条 この規程で定める委託業務は、規程第 20条第１項に規定する業務のうち、次に掲
げるもの（以下、「委託業務」という。）とする。
ただし、１つの業務について複数の受託者で実施する場合において、その実施業務に

ついては明確に記載するものとする。
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有期間中の相談等も含む)及び契
約締結に向けた協議・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希望者に対する当該事業が行わ
れることがあることの説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関する業務(機構関連事業実施地
区における対象地及び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付を市町村
等に対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係書類の作成に関する業務(機構
関連事業が行われることの説明を含む)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管理に係る候補者の情報収集及
び選定に関する業務

(６) 機構関連事業実施地区における土地改良事業計画の同意に係る貸付者への意見
聴取に関する業務

(７) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報告を求める業務
(８) 整備関連実施地区及び予定地区における事業推進活動、事業実施参加者との協
議・調整等

(９) 出し手、受け手に対する賃借権等の期間終了に伴う更新の有無の確認に関する業
務

(10) 研修事業に関する業務
(11) 遊休農地解消緊急対策事業に関する業務
(12) 人・農地、賃料管理台帳作成、貸借関係事務及び事務改善に関する業務

２ 機構関連事業実施地区における委託業務については、別途詳細の仕様書を作成するこ
とができるものとする
（委託契約）
第４条 県公社は、業務を委託しようとするときは、前条第１項(12)を除き、様式例第１
号～２号－１により市町村長に対し、同意を求めるものとする。
この場合、市町村長は、適切と思われる受託業務実施主体名を付すものとする。
ただし、機構関連事業実施地区においては、事前に県公社が受託業務実施主体を選定

し、協議したうえで当該関係業務を委託するものとする。
この場合は、様式例第２号及び２号－１により行うものとする。

２ 県公社は、様式例第３号～３号－２により受託者と協議を行い、受託することについ
て同意があったときは、様式例第４号～４号の２のいずれかにより業務実施計画書(以下、
「実施計画書」)を作成して県公社に提出するよう求めるものとする。
３ 県公社は、前項で受託者から提出があったときは、その記載された内容を確認し、適
当と認めたときは様式例第５号により承認し、併せて様式例第６号により業務委託契約
を締結するものとする。
４ 機構関連事業実施地区において当該関係業務を行うにあたっては、様式例第６号を参
考に、県公社は受託者と協議の上作成し、締結することができるものとする。



５ 受託者は、実施計画書に記載された内容に変更が生じる場合は第３項の規定に準じ、
業務委託実施変更計画書を提出するものとする。
６ 前項で受託者から提出があったときは、県公社は、その記載された内容を確認し、適
当と認めたときは様式例第５号により承認するものとする。
７ 委託費は、別表の経費を対象とし、前項により承認された実施計画書に記載された額
について予算の範囲内において執行するものとし、第６条の委託業務実績報告書の審査
により確定するものとする。
８ 受託者は、委託業務を実施計画に記載された計画にしたがって実施しなければならな
い。当該実施計画が変更されたときも同様とする。
９ 県公社は、前項の委託業務の遂行状況について、毎年 12 月末日及び３月 20 日までに
委託業務の目的及び内容に応じて受託者に対して報告を求めるものとする。
(契約期間)

第５条 業務を委託する期間は、契約締結の日から当該年度の３月３１日までとする。
（委託業務の報告及び委託費の支払い)
第６条 受託者は、委託業務が完了したとき（委託業務を中止したときを含む。）は、様
式第７号により委託業務実績報告書を作成し、県公社に提出するものとする。
２ 県公社は、前項で提出がなされた委託業務実績報告の内容を審査し、適正と認めたと
きは委託費の額を確定し、支払うものとする。
（委託費の概算払）
第７条 前条の規定にかかわらず、県公社は、受託者から概算払の請求があった場合にお
いては、必要があると認められる金額について概算払いすることができるものとする。
２ 前項の請求は四半期毎に１回を原則とし、様式第８号により委託費概算払請求書を作
成し行うものとする。
（委託業務の中止)
第８条 受託者は、止むを得ない事由により委託業務の遂行が困難となったときは、様式
例第９号により県公社に委託業務の中止の申請をしなければならない。
２ 県公社は、前項の申請があったときは内容を確認し、適当と認めたときは様式例第 10
号により、承認したうえで、委託費を精算し、契約を解除するものとする。
（その他)

第９条 この規程に定めるもののほか、委託業務の実施に必要な事項については、理事長
が別に定めるものとする。

附 則
この規程は、平成 31年 4月 1日から施行する。
附 則

この規程は、令和 3年 3 月 22日から施行する。
附 則

この規程は、令和 5年 4 月 3日から施行する。
附 則

この規程は、令和 6年 4 月 1日から施行する。



別表（第５条第４項関係）
農地中間管理事業の業務委託契約の対象経費

項 目 摘 要
１．旅費 事業に関する説明会等へ出席するための旅費

管内の農家との協議などに要する旅費
２．事務的経費

（１）資料作成費 各種資料の作成に必要なコピー代等
登記事項証明書を取得するための手数料等

（２）消耗品費 コピー用紙、筆記用具、各種ファイルなどの消耗品費
（３）通信費 電話料、書類送付料などの経費
（４）使用料 車両、パソコン、プリンター等のリース料

会議室の借り上げ料等
３．給料、賃金 役員報酬、職員給与（市町村を除く）、嘱託職員及び臨時職員賃金、時間

外勤務手当、社会保険料及び労働保険料等
４．その他 その他農地中間管理事業の委託業務を執行するために直接必要な経費



(様式例第１号)
島農公第 号
令和 年 月 日

◯◯◯◯ 様

公益財団法人しまね農業振興公社
理 事 長

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務の実施について

「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業の実施に関する規程」第 20 条に基
づき、農地中間管理事業に関する業務のうち、下記業務について委託実施したいので同意
いただきますようお願いいたします。
(また、委託業務の実施主体について、ご検討のうえ通知いただきますよう併せてお願い
いたします。)

記

１．委託業務項目
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有期間中の相談等も含
む)及び契約締結に向けた協議・調整に関する業務

(２) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関する業務(機構関連事業実施地
区における対象地及び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付を市町村
等に対して求める業務を含む。)

(３) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係書類の作成に関する業務(機構
関連事業が行われることの説明を含む)

(４) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管理に係る候補者の情報収集及
び選定に関する業務

(５) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報告を求める業務
(６) 出し手、受け手に対する賃借権等の期間終了に伴う更新の有無の確認に関する業
務

(７) 研修事業に関する業務
(８) 遊休農地解消緊急対策事業に関する業務
(９) 人・農地、賃料管理台帳作成、貸借関係事務及び事務改善に関する業務

※( )内は、(９)を除いて記載。



(様式例第２号)

島農公第 号
令和 年 月 日

◯◯◯◯ 様

公益財団法人しまね農業振興公社
理 事 長

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務の実施について

「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業の実施に関する規程」第 20 条に基
づき、農地中間管理事業に関する業務のうち、機構関連事業実施地区における下記業務に
ついて◯◯◯◯に委託をしたいので同意いただきますようお願いいたします。

記

１．委託業務項目
委託業務の種別 実施業務

全て 作成 説明 押印 署名 確認
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有

期間中の相談等も含む)及び契約締結に向けた協議
・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希
望者に対する当該事業が行われることがあることの
説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関
する業務(機構関連事業実施地区における対象地及
び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付
を市町村等に対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係
書類の作成に関する業務(機構関連事業が行われる
ことの説明を含む)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管
理に係る候補者の情報収集及び選定に関する業務

(６) 機構関連事業実施地区における土地改良事業計画
の同意に係る貸付者への意見聴取に関する業務

(７) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報
告を求める業務

(８) 整備関連実施地区及び予定地区における事業推進
活動、事業実施参加者との協議・調整等



(様式例第２号－１)
島農公第 号
令和 年 月 日

◯◯◯◯ 様

公益財団法人しまね農業振興公社
理 事 長

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務の実施について

「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業の実施に関する規程」第 20 条に基
づき、農地中間管理事業に関する業務のうち、下記１の業務について◯◯◯◯に委託をし
たいので同意いただきますようお願いいたします。
なお、下記２の業務実施主体については、ご検討のうえ通知いただきますよう併せてお
願いいたします。

記

１．機構関連実施地区における委託業務項目
委託業務の種別 実施業務

全て 作成 説明 押印 署名 確認
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有

期間中の相談等も含む)及び契約締結に向けた協議
・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希
望者に対する当該事業が行われることがあることの
説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関
する業務(機構関連事業実施地区における対象地及
び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付
を市町村等に対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係
書類の作成に関する業務(機構関連事業が行われる
ことの説明を含む)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管
理に係る候補者の情報収集及び選定に関する業務

(６) 機構関連事業実施地区における土地改良事業計画
の同意に係る貸付者への意見聴取に関する業務

(７) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報
告を求める業務

２．機構関連事業実施地区以外における委託業務項目
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有期間中の相談等も含む)及び契
約締結に向けた協議・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希望者に対する当該事業が行われ
ることがあることの説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関する業務(機構関連事業実施地区
における対象地及び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付を市町村等に
対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係書類の作成に関する業務(機構関
連事業が行われることの説明)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管理に係る候補者の情報収集及び
選定に関する業務

(６) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報告を求める業務



(７) 出し手、受け手に対する賃借権等の期間終了に伴う更新の有無の確認に関する業
務

(８) 研修事業に関する業務
(９) 遊休農地解消緊急対策事業に関する業務



（様式例第３号）
島農公第 号
令和 年 月 日

○○○○ 様

公益財団法人しまね農業振興公社
理事長

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務の実施について

農地中間管理事業に関する下記業務について委託をしたく、ご了解のうえは、令和○年
度中間管理事業に関する委託業務実施計画書を、当公社へご提出いただきますようお願い
いたします。

記

１．委託業務項目
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有期間中の相談等も含む)及び契
約締結に向けた協議・調整に関する業務

(２) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関する業務(機構関連事業実施地区
における対象地及び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付を市町村等に
対して求める業務を含む。)

(３) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係書類の作成に関する業務(機構関
連事業が行われることの説明を含む)

(４) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管理に係る候補者の情報収集及び
選定に関する業務

(５) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報告を求める業務
(６) 出し手、受け手に対する賃借権等の期間終了に伴う更新の有無の確認に関する業
務

(７) 研修事業に関する業務
(８) 遊休農地解消緊急対策事業に関する業務
(９) 人・農地、賃料管理台帳作成、貸借関係事務及び事務改善に関する業務

※(９)は、業者



（様式例第３号－１）
島農公第 号
令和 年 月 日

○○○○ 様

公益財団法人しまね農業振興公社
理事長

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務の実施について

農地中間管理事業に関する下記業務について委託をしたく、ご了解のうえは、別添の「公
益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業務委託契約書」に記名押印いただき、
当公社へ返送いただきますようお願いいたします。

記

１．委託業務項目
委託業務の種別 実施業務

全て 作成 説明 押印 署名 確認
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有

期間中の相談等も含む)及び契約締結に向けた協議
・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希
望者に対する当該事業が行われることがあることの
説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関
する業務(機構関連事業実施地区における対象地及
び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付
を市町村等に対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係
書類の作成に関する業務(機構関連事業が行われる
ことの説明を含む)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管
理に係る候補者の情報収集及び選定に関する業務

(６) 機構関連事業実施地区における土地改良事業計画
の同意に係る貸付者への意見聴取に関する業務

(７) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報
告を求める業務

(８) 整備関連実施地区及び予定地区における事業推進
活動、事業実施参加者との協議・調整等



（様式例第３号－２）
島農公第 号
令和 年 月 日

○○○○ 様

公益財団法人しまね農業振興公社
理事長

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務の実施について

農地中間管理事業に関する下記業務について委託をしたく、ご了解のうえは、別添の「公
益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業務委託契約書」に記名押印いただき、
当公社へ返送いただきますようお願いいたします。

記

１．機構関連実施地区における委託業務項目
委託業務の種別 実施業務

全て 作成 説明 押印 署名 確認
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有

期間中の相談等も含む)及び契約締結に向けた協議
・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希
望者に対する当該事業が行われることがあることの
説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関
する業務(機構関連事業実施地区における対象地及
び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付
を市町村等に対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係
書類の作成に関する業務(機構関連事業が行われる
ことの説明を含む)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管
理に係る候補者の情報収集及び選定に関する業務

(６) 機構関連事業実施地区における土地改良事業計画
の同意に係る貸付者への意見聴取に関する業務

(７) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報
告を求める業務

２．機構関連事業実施地区以外における委託業務項目
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有期間中の相談等も含む)及び契
約締結に向けた協議・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希望者に対する当該事業が行われ
ることがあることの説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関する業務(機構関連事業実施地区
における対象地及び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付を市町村等に
対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係書類の作成に関する業務(機構関
連事業が行われることの説明)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管理に係る候補者の情報収集及び
選定に関する業務

(６) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報告を求める業務
(７) 出し手、受け手に対する賃借権等の期間終了に伴う更新の有無の確認に関する業
務

(８) 研修事業に関する業務
(９) 遊休農地解消緊急対策事業に関する業務



（様式例第４号）
令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務実施（変更）計画書

番 号
令和 年 月 日

公益財団法人しまね農業振興公社理事長 様

住 所
氏 名 ㊞

「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業務委託規程」第４条第２項に基
づく令和○○年度の農地中間管理事業に関する受託業務について下記計画により実施した
いので、申請します。【変更の場合(下記計画により変更したいので、同規程同条同項に基
づき申請します。)】

記

１．委託業務項目
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有期間中の相談等も含む)及び契

約締結に向けた協議・調整に関する業務
(２) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関する業務(機構関連事業実施地区

における対象地及び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付を市町村等に
対して求める業務を含む。)

(３) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係書類の作成に関する業務(機構関
連事業が行われることの説明を含む)

(４) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管理に係る候補者の情報収集及び
選定に関する業務

(５) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報告を求める業務
(６) 出し手、受け手に対する賃借権等の期間終了に伴う更新の有無の確認に関する業
務

(７) 研修事業に関する業務
(８) 遊休農地解消緊急対策事業に関する業務
(９) 人・農地、賃料管理台帳作成、貸借関係事務及び事務改善に関する業務

※（１）～(９)は、実施する業務を記載するものとする。 (９)は、業者

２．業務実施体制
職名
人員

委託費から給与を

支出する人数

３．委託業務の執行に要する経費
（１）財源の内訳

区 分 金額 （円） 備 考
１．旅費
２．事務的経費

（１）資料作成費
（２）消耗品費
（３）通信費
（４）使用料

３．給料、賃金
４．その他



注：欄が不足するなどの場合は、別紙に記載して添付することも可とする。
【変更の場合】
１．変更の理由
２．変更する業務計画又は業務内容
３．変更経費区分

(注) 委託業務事業計画書の様式を準用し、当初計画と変更計画を明確に区分して記載の
こと



（様式例第４号－１）

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務実施（変更）計画書

番 号
令和 年 月 日

公益財団法人しまね農業振興公社理事長 様

住 所
氏 名 ㊞

「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業務委託規程」第５条第１項に基
づく令和○○年度の農地中間管理事業に関する受託業務について下記計画により実施した
いので、申請します。【変更の場合(下記計画により変更したいので、同規程同条同項に基
づき申請します。)】

記
１．委託業務項目

委託業務の種別 実施業務
全て 作成 説明 押印 署名 確認

(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有
期間中の相談等も含む)及び契約締結に向けた協議
・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希
望者に対する当該事業が行われることがあることの
説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関
する業務(機構関連事業実施地区における対象地及
び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付
を市町村等に対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係
書類の作成に関する業務(機構関連事業が行われる
ことの説明を含む)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管
理に係る候補者の情報収集及び選定に関する業務

(６) 機構関連事業実施地区における土地改良事業計画
の同意に係る貸付者への意見聴取に関する業務

(７) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報
告を求める業務

(８) 整備関連実施地区及び予定地区における事業推進
活動、事業実施参加者との協議・調整等

２．業務実施体制
職名
人員

委託費から給与を

支出する人数



３．委託業務の執行に要する経費
（１）財源の内訳

区 分 金額 （円） 備 考
１．旅費
２．事務的経費

（１）資料作成費
（２）消耗品費
（３）通信費
（４）使用料

３．給料、賃金
４．その他
注：欄が不足するなどの場合は、別紙に記載して添付することも可とする。

【変更の場合】
１．変更の理由
２．変更する業務計画又は業務内容
３．変更経費区分

(注) 委託業務事業計画書の様式を準用し、当初計画と変更計画を明確に区分して記載の
こと



（様式例第４号－２）

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務実施（変更）計画書

番 号
令和 年 月 日

公益財団法人しまね農業振興公社理事長 様

住 所
氏 名 ㊞

「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業務委託規程」第５条第１項に基
づく令和○○年度の農地中間管理事業に関する受託業務について下記計画により実施した
いので、申請します。【変更の場合(下記計画により変更したいので、同規程同条同項に基
づき申請します。)】

記

１．機構関連実施地区における委託業務項目
委託業務の種別 実施業務

全て 作成 説明 押印 署名 確認
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有

期間中の相談等も含む)及び契約締結に向けた協議
・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希
望者に対する当該事業が行われることがあることの
説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関
する業務(機構関連事業実施地区における対象地及
び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付
を市町村等に対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係
書類の作成に関する業務(機構関連事業が行われる
ことの説明を含む)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管
理に係る候補者の情報収集及び選定に関する業務

(６) 機構関連事業実施地区における土地改良事業計画
の同意に係る貸付者への意見聴取に関する業務

(７) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報
告を求める業務

２．機構関連事業実施地区以外における委託業務項目
(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有期間中の相談等も含む)及び契

約締結に向けた協議・調整に関する業務
(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希望者に対する当該事業が行われ

ることがあることの説明
(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関する業務(機構関連事業実施地区

における対象地及び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付を市町村等に
対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係書類の作成に関する業務(機構関
連事業が行われることの説明)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管理に係る候補者の情報収集及び



選定に関する業務
(６) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報告を求める業務
(７) 出し手、受け手に対する賃借権等の期間終了に伴う更新の有無の確認に関する業

務
(８) 研修事業に関する業務
(９) 遊休農地解消緊急対策事業に関する業務

３．業務実施体制
職名
人員

委託費から給与を

支出する人数

４．委託業務の執行に要する経費
（１）財源の内訳

区 分 金額 （円） 備 考
１．旅費
２．事務的経費

（１）資料作成費
（２）消耗品費
（３）通信費
（４）使用料

３．給料、賃金
４．その他
注：欄が不足するなどの場合は、別紙に記載して添付することも可とする。

【変更の場合】
１．変更の理由
２．変更する業務計画又は業務内容
３．変更経費区分

(注) 委託業務事業計画書の様式を準用し、当初計画と変更計画を明確に区分して記載の
こと



（様式例第５号）
島農公第 号
令和 年 月 日

○○○○ 様

公益財団法人しまね農業振興公社
理事長

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務の実施（変更）計画
の承認について(通知)

令和 年 月 日付けで承認申請があった、令和○○年度農地中間管理事業に関する
委託業務の実施（変更）計画について承認します。
つきましては、別添の「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業務委託契
約書」に記名押印いただき、当公社へ返送いただきますようお願いいたします。



（様式例第６号）
公益財団法人しまね農業振興公社
農地中間管理事業業務委託契約書

公益財団法人しまね農業振興公社（以下「甲」という。） は、甲の業務の一部を、公益
財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業務委託規程(以下、「規程」という。)に
基づき、○○（以下「乙」という。）に委託することについて、乙との間に次のとおり契
約を締結する。

（委託業務）
第１条 甲は、乙に対し、甲が実施する農地中間管理事業に関する業務のうち、別表１～
３のいずれかに掲げる業務（以下、「委託業務」という。）を委託するものとする。
（委託費の額）
第２条 甲は、委託業務に対する委託費として、金○○○○円(うち消費税及び地方消費税
の額〇〇○○円)を超えない範囲内で乙に支払う。
(委託業務の実施)
第３条 乙は、規程第４条５項により承認された業務実施計画書にしたがって委託業務を
実施しなければならない。また、当該計画が変更されたときも同様とする。
２ 乙は、業務実施計画書に記載された内容に変更が生じたときは、甲に対し、業務委託
変更実施計画書(以下、「変更計画書」という。)を提出するものとする。
３ 甲は、前項により乙から変更計画書の提出がなされたときは、その内容を確認し、適
当と認めた場合は乙に承認し、変更契約書を締結するものとする。
（委託業務実施期間）
第４条 委託業務を実施する期間は、本契約締結の日から当該年度の３月 31日までとする。
（委託費の概算払）
第５条 乙は、委託業務を実施するうえで必要な場合は、委託料の概算払いを請求するこ
とができるものとする。
２ 前項の請求は、委託費概算払請求書（様式例第７号）により行わなければならない。
（再委託の禁止）
第６条 乙は、委託業務を第三者に委託してはならない。
（個人情報に関する秘密保持等）
第７条 乙及びこの委託事業に従事する者（従事した者を含む。以下、「委託事業従事者」
という。）は、この委託事業に関して知り得た個人情報（生存する個人に関する情報であ
って、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別する
ことができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識
別することができることとなるものを含む。）をいう。以下同じ。）を委託事業の遂行に
使用する以外に使用し、又は提供してはならない。
２ 乙及び委託事業従事者は、保有した個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、または
不当な目的に利用してはならない。
３ 前２項については、この委託事業が終了した後においても同様とする。
（個人情報の複製等の制限）
第８条 乙は、委託事業を行うために保有した個人情報について、毀損等に備え重複して
保存する場合又は個人情報を送信先と共有しなければ委託事業の目的を達成することが
できない場合以外には、複製、送信、送付又は持ち出しをしてはならない
（個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応）
第９条 乙は、委託事業を行うために保有した個人情報について、漏えい等安全確保の上
で問題となる事案を把握した場合には、直ちに被害の拡大防止等のため必要な措置を講
ずるとともに、甲に事案が発生した旨、被害状況、復旧等の措置及び本人への対応等に
ついて直ちに報告しなければならない。

（委託事業終了時における個人情報の消去及び媒体の返却）
第 10条 乙は、委託事業が終了したときは、この委託事業において保有した各種媒体に保
管されている個人情報については、直ちに復元又は判読不可能な方法により情報の消去
又は廃棄を行うとともに、甲より提供され個人情報については、返却しなければならな
い。
（委託業務の報告及び委託費の額の確定)
第 11条 乙は、委託業務が完了したとき（委託業務を中止したときを含む。）は、委託業
務実績報告書（様式第８号）を提出しなければならない。



２ 甲は、前項の委託業務実績報告の内容を審査し、適正と認めたときは委託費の額を確
定し、支払うものとする。
（委託業務の中止）
第 12条 乙は、止むを得ない事由により委託業務の遂行が困難となったときは、委託業務
中止申請書（様式例第９号）により、甲乙協議の上、契約を解除し、第 11 条の規定に準
じて精算するものとする。
（契約の解除等）
第 13条 甲は、乙がこの契約に違反した場合は、契約を解除し、又は変更することができ
る。この場合において、甲は既に支払った委託費の全部又は一部の返還を乙に請求する
ことができる。

（実施状況等の報告）
第 14条 甲は、必要があると認めるときは、委託業務実施状況、委託費の使途その他必要
な事項について乙に報告を求めることができる。

（帳簿等）
第 15条 乙は、委託業務に係る経費について、帳簿を備え、その収入及び支出の状況を明
らかにしておかなければ ならない。

２ 乙は、前項の帳簿及びその支出内容を証する証拠書類を契約期間満了の日から５ヶ年
間保管しなければならない。
（疑義の決定）
第 16条 前各条のほか、この契約に関して疑義を生じた場合には、甲乙協議の上、決定す
るものとする。

以上の契約の証として、この契約書２通を作成し、記名捺印の上、各１通を保有するも
のとする。

令和○○年○月○日

(甲) 住 所 島根県松江市黒田町 432番地１
名 称 公益財団人しまね農業振興公社

理事長 島 田 一 嗣

(乙) 住 所
名 称



別表１
委 託 業 務 の 種 別 実施業務 摘要

１ 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有期間中の相談
等も含む)及び契約締結に向けた協議・調整に関する業務

２ 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関する業務

３ 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係書類の作成に
関する業務(含：機構関連事業が行われることの説明)

４ 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管理に係る候補
者の情報収集及び選定に関する業務

５ 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報告を求める業
務

６ 出し手・受け手に対する賃借権等の期間終了に伴う更新の有無
の確認に関する業務

７ 研修事業に関する業務

８ 遊休農地解消緊急対策事業に関する業務

９ 人・農地、賃料管理台帳作成、貸借関係事務及び事務改善に関

する業務
※ 実施業務欄には、実際に実施する業務を◯印で記載し、実施しないものについては、
×印を記載するものとする。
(９)は、業者



別表２

委託業務の種別 実施業務
全て 作成 説明 押印 署名 確認

(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有
期間中の相談等も含む)及び契約締結に向けた協議
・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希
望者に対する当該事業が行われることがあることの
説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関
する業務(機構関連事業実施地区における対象地及
び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付
を市町村等に対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係
書類の作成に関する業務(機構関連事業が行われる
ことの説明を含む)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管
理に係る候補者の情報収集及び選定に関する業務

(６) 機構関連事業実施地区における土地改良事業計画
の同意に係る貸付者への意見聴取に関する業務

(７) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報
告を求める業務

(８) 整備関連実施地区及び予定地区における事業推進
活動、事業実施参加者との協議・調整等



別表３
１．機構関連実施地区における委託業務項目

委託業務の種別 実施業務
全て 作成 説明 押印 署名 確認

(１) 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有
期間中の相談等も含む)及び契約締結に向けた協議
・調整に関する業務

(２) 機構関連事業実施地区における出し手及び借受希
望者に対する当該事業が行われることがあることの
説明

(３) 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関
する業務(機構関連事業実施地区における対象地及
び権利関係の確認に必要な登記事項証明書等の交付
を市町村等に対して求める業務を含む。)

(４) 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係
書類の作成に関する業務(機構関連事業が行われる
ことの説明を含む)

(５) 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管
理に係る候補者の情報収集及び選定に関する業務

(６) 機構関連事業実施地区における土地改良事業計画
の同意に係る貸付者への意見聴取に関する業務

(７) 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報
告を求める業務

２．機構関連事業実施地区以外における委託業務項目
委 託 業 務 の 種 別 実施業務 摘要

１ 出し手、受け手との貸借等の事前相談(県公社保有期間中の相談
等も含む)及び契約締結に向けた協議・調整に関する業務

２ 対象地の位置、権利関係の確認及び現地確認に関する業務

３ 貸借、農作業受委託に関する契約締結に係る関係書類の作成に
関する業務(含：機構関連事業が行われることの説明)

４ 農地中間管理権を取得し、保有している農地の管理に係る候補
者の情報収集及び選定に関する業務

５ 貸付後における農用地等の利用に関する状況の報告を求める業
務

６ 出し手・受け手に対する賃借権等の期間終了に伴う更新の有無
の確認に関する業務

７ 研修事業に関する業務

８ 遊休農地解消緊急対策事業に関する業務

※ 実施業務欄には、実際に実施する業務を◯印で記載し、実施しないものについては、
×印を記載するものとする。



（様式例第７号）
番 号
令和 年 月 日

公益財団法人しまね農業振興公社理事長 殿
住 所
氏 名 ㊞

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務実績報告書

「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業務委託規程」第６条に基づく令和
○○年度の農地中間管理事業に関する受託業務について、その実績を下記のとおり報告し
ます。
なお、併せて精算額金 円也の支払いを請求します。

記
１．委託業務の実施状況・・・・委託業務実施計画書(変更計画書)のとおり

２．業務実施期間

３．委託業務の執行に要した経費
（１）財源の内枠
区分 予 算 額 備 考
委託費 円

計

（２）経費の内訳
区 分 金 額（円） 備 考

１．旅費
２．事務的経費

（１）資料作成費
（２）消耗品費
（３）通信費
（４）使用料

３．給料、賃金
４．その他

合 計

４．振込先
金融機関名
店 舗 名 支店・支所・出張所
預金種目
口座番号
フリガナ
口座名義人



（様式例第８号）
番 号
令和 年 月 日

公益財団法人しまね農業振興公社理事長 様
(受託者)
住 所
氏 名

委託業務委託費概算払請求書

「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業務委託規程」第７条の規定に基
づき、下記により、委託費金 円也を概算払いにより支払いされたく請求します。

記
１．資金需要見込み

委託経費見込額 資金需要見込 備考
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

人件費

その他経費

計

２．今回請求額
委託経費見込額 既受領額 今回請求額 残 額 備 考

３．振込先
金融機関名
店 舗 名 支店・支所・出張所
預金種目
口座番号
フリガナ
口座名義人



（様式例第９号）
番 号
令和 年 月 日

公益財団法人しまね農業振興公社理事長 様

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務中止(廃止)申請書

(受託者)
住 所
氏 名 印

令和 年 月 日付けで締結した農地中間管理事業に関する委託業務について、下
記により中止(廃止)したいので、「公益財団法人しまね農業振興公社農地中間管理事業業
務委託規程」第８条の規定により申請します。

記

１．委託事業の中止(廃止)の理由

２．中止(廃止)しようとする業務実施状況
ア 業務について

イ 経費



（様式例第１０号）
島農公第 号
令和 年 月 日

(受託者)
住 所
氏 名 様

公益財団法人しまね農業振興公社
理事長

令和○○年度農地中間管理事業に関する委託業務中止(廃止)について

令和 年 月 日付けで申請のあった「令和年度農地中間管理事業に関する委託業
務中止(廃止)」については、これを承認します。


